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   宮代町税条例 新旧対照表 

（下線部分が改正部分） 

改   正   案 現       行 

（配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除） （配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除） 

第３４条の９ （略） 第３４条の９ （略） 

２ 前項の規定により控除されるべき額で同

項の所得割の額から控除することができな

かった金額があるときは、当該控除すること

ができなかった金額は、令第４８条の９の３

から第４８条の９の６までに定めるところ

により、同項の納税義務者に対しその控除す

ることができなかった金額を還付し、又は当

該控除することができなかった金額のうち

法第３１４条の９第２項後段に規定する還

付をすべき金額により当該納税義務者の前

項の申告書に係る年度分の個人の県民税、個

人の町民税若しくは森林環境税を納付し、若

しくは納入し、若しくは当該納税義務者の未

納に係る徴収金を納付し、若しくは納入す

る。 

２ 前項の規定により控除されるべき額で同

項の所得割の額から控除することができな

かった金額があるときは、当該控除すること

ができなかった金額は、令第４８条の９の３

から第４８条の９の６までに定めるところ

により、同項の納税義務者に対しその控除す

ることができなかった金額を還付し、又は 

                   

                   

          当該納税義務者の同

項の申告書に係る年度分の個人の県民税若

しくは町民税に充当し         

      、若しくは当該納税義務者の未

納に係る徴収金に充当する       

 。 

３ （略） ３ （略） 

（個人の町民税に係る給与所得者の扶養親

族等申告書） 

（個人の町民税に係る給与所得者の扶養親

族等申告書） 

第３６条の３の２ （略） 第３６条の３の２ （略） 

２ 前項又は法第３１７条の３の２第１項の

規定による申告書を給与支払者を経由して

提出する場合において、当該申告書に記載す

べき事項がその年の前年において当該給与

支払者を経由して提出した前項又は法第３

１７条の３の２第１項の規定による申告書

（その者が当該前年の中途において次項の

規定による申告書を当該給与支払者を経由

して提出した場合には、当該前年の最後に提

出した同項の規定による申告書）に記載した

事項と異動がないときは、給与所得者は、施

行規則で定めるところにより、前項又は法第

３１７条の３の２第１項の規定により記載

すべき事項に代えて当該異動がない旨を記

載した前項又は法第３１７条の３の２第１

項の規定による申告書を提出することがで

きる。 

 

３ 第１項又は法第３１７条の３の２第１項

の規定による申告書を提出した給与所得者

で町内に住所を有するものは、その年の中途

において当該申告書に記載した事項につい

て異動を生じた場合には、第１項又は法第３

２ 前項 又は法第３１７条の３の２第１項

の規定による申告書を提出した給与所得者

で町内に住所を有するものは、その年の中途

において当該申告書に記載した事項につい

て異動を生じた場合には、前項 又は法第３
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改   正   案 現       行 

１７条の３の２第１項の給与支払者からそ

の異動を生じた日後最初に給与の支払を受

ける日の前日までに、施行規則で定めるとこ

ろにより、その異動の内容その他施行規則で

定める事項を記載した申告書を、当該給与支

払者を経由して、町長に提出しなければなら

ない。 

１７条の３の２第１項の給与支払者からそ

の異動を生じた日後最初に給与の支払を受

ける日の前日までに、施行規則で定めるとこ

ろにより、その異動の内容その他施行規則で

定める事項を記載した申告書を、当該給与支

払者を経由して、町長に提出しなければなら

ない。 

４ 第１項及び前項の場合において、これらの

規定による申告書がその提出の際に経由す

べき給与支払者に受理されたときは、その申

告書は、その受理された日に町長に提出され

たものとみなす。 

３ 前２項    の場合において、これらの

規定による申告書がその提出の際に経由す

べき給与支払者に受理されたときは、その申

告書は、その受理された日に町長に提出され

たものとみなす。 

５ 給与所得者は、第１項及び第３項の規定に

よる申告書の提出の際に経由すべき給与支

払者が令第４８条の９の７の２において準

用する令第８条の２の２に規定する要件を

満たす場合には、施行規則で定めるところに

より、当該申告書の提出に代えて、当該給与

支払者に対し、当該申告書に記載すべき事項

を電磁的方法（電子情報処理組織を使用する

方法その他の情報通信の技術を利用する方

法であって施行規則で定めるものをいう。次

条第４項及び第５３条の９第３項において

同じ。）により提供することができる。 

４ 給与所得者は、第１項及び第２項の規定に

よる申告書の提出の際に経由すべき給与支

払者が令第４８条の９の７の２において準

用する令第８条の２の２に規定する要件を

満たす場合には、施行規則で定めるところに

より、当該申告書の提出に代えて、当該給与

支払者に対し、当該申告書に記載すべき事項

を電磁的方法（電子情報処理組織を使用する

方法その他の情報通信の技術を利用する方

法であって施行規則で定めるものをいう。次

条第４項及び第５３条の９第３項において

同じ。）により提供することができる。 

６ 前項の規定の適用がある場合における第

４項の規定の適用については、同項中「申告

書が」とあるのは「申告書に記載すべき事項

を」と、「給与支払者に受理されたとき」と

あるのは「給与支払者が提供を受けたとき」

と、「受理された日」とあるのは「提供を受

けた日」とする。 

５ 前項の規定の適用がある場合における第

３項の規定の適用については、同項中「申告

書が」とあるのは「申告書に記載すべき事項

を」と、「給与支払者に受理されたとき」と

あるのは「給与支払者が提供を受けたとき」

と、「受理された日」とあるのは「提供を受

けた日」とする。 

（個人の町民税の徴収の方法等） （個人の町民税の徴収の方法 ） 

第３８条 個人の町民税は、第４４条、第４７

条の２第１項、第４７条の５又は第５３条の

５の規定により 特別徴収の方法による場

合を除くほか、普通徴収の方法により 徴収

する。 

第３８条 個人の町民税は、第４４条、第４７

条の２第１項、第４７条の５又は第５３条の

５の規定によって特別徴収の方法による場

合を除くほか、普通徴収の方法によって徴収

する。 

２ （略） ２ （略） 

３ 森林環境税は、当該個人の町民税の均等割

を賦課し、及び徴収する場合に併せて賦課

し、及び徴収する。 

 

（個人の町民税の納税通知書） （個人の町民税の納税通知書） 

第４１条 個人の町民税の納税通知書に記載

すべき各納期の納付額は、当該年度分の個人

の町民税額、個人の県民税額及び森林環境税

第４１条 個人の町民税の納税通知書に記載

すべき各納期の納付額は、当該年度分の個人

の町民税額及び  県民税額の合計額  
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改   正   案 現       行 

額の合算額（第４７条第１項又は第４７条の

６第１項の規定により 徴収する場合にあ

っては特別徴収の方法により 徴収されな

いことになった金額に相当する税額）を前条

第１項の納期（第４７条第１項又は第４７条

の６第１項の規定により 徴収する場合に

あっては特別徴収の方法により 徴収され

ないことになった日以後に到来する納期）の

数で除して得た額とする。 

     （第４７条第１項又は第４７条の

６第１項の規定によって徴収する場合にあ

っては特別徴収の方法によって徴収されな

いことになった金額に相当する税額）を前条

第１項の納期（第４７条第１項又は第４７条

の６第１項の規定によって徴収する場合に

あっては特別徴収の方法によって徴収され

ないことになった日以後に到来する納期）の

数で除して得た額とする。 

（給与所得に係る個人の町民税の特別徴収） （給与所得に係る個人の町民税の特別徴収） 

第４４条 個人の町民税の納税義務者が当該

年度の初日の属する年の前年中において給

与の支払を受けた者であり、かつ、同日にお

いて給与の支払を受けている者（次の各号に

掲げる者のうち特別徴収の方法により 徴

収することが著しく困難であると認められ

るものを除く。以下この条において「給与所

得者」という。）である場合には   、当

該納税義務者の前年中の給与所得に係る所

得割額及び均等割額（これと併せて賦課徴収

を行う森林環境税額を含む。次項及び第５項

において同じ。）の合算額を特別徴収の方法

により 徴収する。 

第４４条 個人の町民税の納税義務者が当該

年度の初日の属する年の前年中において給

与の支払を受けた者であり、かつ、同日にお

いて給与の支払を受けている者（次の各号に

掲げる者のうち特別徴収の方法によって徴

収することが著しく困難であると認められ

るものを除く。以下この条において「給与所

得者」という。）である場合においては、当

該納税義務者の前年中の給与所得に係る所

得割額及び均等割額の合計額      

                   

           を特別徴収の方法

によって徴収する。 

（１）～（２） （略） （１）～（２） （略） 

２ 前項の納税義務者について、当該納税義務

者の前年中の所得に給与所得以外の所得が

ある場合には   、当該給与所得以外の所

得に係る所得割額を同項の規定により 特

別徴収の方法により 徴収すべき給与所得

に係る所得割額及び均等割額の合算額に加

算して特別徴収の方法により 徴収する。た

だし、第３６条の２第１項の申告書に給与所

得以外の所得に係る所得割額を普通徴収の

方法により 徴収されたい旨の記載がある

ときは、この限りでない。 

２ 前項の納税義務者について、当該納税義務

者の前年中の所得に給与所得以外の所得が

ある場合においては、当該給与所得以外の所

得に係る所得割額を同項の規定によって特

別徴収の方法によって徴収すべき給与所得

に係る所得割額及び均等割額の合算額に加

算して特別徴収の方法によって徴収する。た

だし、第３６条の２第１項の申告書に給与所

得以外の所得に係る所得割額を普通徴収の

方法によって徴収されたい旨の記載がある

ときは、この限りでない。 

３ 前項本文の規定により 給与所得者の給

与所得以外の所得に係る所得割額を特別徴

収の方法により 徴収することとなった後

において、当該給与所得者について給与所得

以外の所得に係る所得割額の全部又は一部

を特別徴収の方法により 徴収することが

適当でないと認められる特別の事情が生じ

たため当該給与所得者から給与所得以外の

所得に係る所得割額の全部又は一部を普通

徴収の方法により徴収することとされたい

３ 前項本文の規定によって給与所得者の給

与所得以外の所得に係る所得割額を特別徴

収の方法によって徴収することとなった後

において、当該給与所得者について給与所得

以外の所得に係る所得割額の全部又は一部

を特別徴収の方法によって徴収することが

適当でないと認められる特別の事情が生じ

たため当該給与所得者から給与所得以外の

所得に係る所得割額の全部又は一部を普通

徴収の方法により徴収することとされたい
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改   正   案 現       行 

旨の申出があった場合でその事情がやむを

得ないと認められるときは、町長は、当該特

別徴収の方法により 徴収すべき給与所得

以外の所得に係る所得割額でまだ特別徴収

により徴収していない額の全部又は一部を

普通徴収の方法により徴収するものとする。 

旨の申出があった場合でその事情がやむを

得ないと認められるときは、町長は、当該特

別徴収の方法によって徴収すべき給与所得

以外の所得に係る所得割額でまだ特別徴収

により徴収していない額の全部又は一部を

普通徴収の方法により徴収するものとする。 

４ （略） ４ （略） 

５ 納税義務者である給与所得者に対し給与

の支払をする者に当該年度の初日の翌日か

ら翌年４月３０日までの間に異動を生じた

場合において、当該給与所得者が当該給与所

得者に対して新たに給与の支給をする者と

なった者（所得税法第１８３条の規定により

 給与の支払をする際所得税を徴収して納

付する義務がある者に限る。以下この項にお

いて同じ。）を通じて、当該異動により 従

前の給与の支払をする者から給与の支払を

受けなくなった日の属する月の翌月の１０

日（その支払を受けなくなった日が翌年の４

月中である場合には、同月３０日）までに、

第１項の規定により特別徴収の方法により

 徴収されるべき前年中の給与所得に係る

所得割額及び均等割額の合算額（既に特別徴

収の方法により 徴収された金額があると

きは、当該金額を控除した金額）を特別徴収

の方法により 徴収されたい旨の申出をし

たときは、当該合算額を特別徴収の方法によ

り 徴収するものとする。ただし、当該申出

が翌年の４月中にあった場合において、特別

徴収の方法により 徴収することが困難で

あると町長が認めるときは、この限りでな

い。 

５ 納税義務者である給与所得者に対し給与

の支払をする者に当該年度の初日の翌日か

ら翌年４月３０日までの間に異動を生じた

場合において、当該給与所得者が当該給与所

得者に対して新たに給与の支給をする者と

なった者（所得税法第１８３条の規定によっ

て給与の支払をする際所得税を徴収して納

付する義務がある者に限る。以下この項にお

いて同じ。）を通じて、当該異動によって従

前の給与の支払をする者から給与の支払を

受けなくなった日の属する月の翌月の１０

日（その支払を受けなくなった日が翌年の４

月中である場合には、同月３０日）までに、

第１項の規定により特別徴収の方法によっ

て徴収されるべき前年中の給与所得に係る

所得割額及び均等割額の合算額（既に特別徴

収の方法によって徴収された金額があると

きは、当該金額を控除した金額）を特別徴収

の方法によって徴収されたい旨の申出をし

たときは、当該合算額を特別徴収の方法によ

って徴収するものとする。ただし、当該申出

が翌年の４月中にあった場合において、特別

徴収の方法によって徴収することが困難で

あると町長が認めるときは、この限りでな

い。 

６ 特別徴収の方法により 個人の町民税を

徴収される納税義務者が当該年度の初日の

属する年の６月１日から１２月３１日まで

の間において給与の支払を受けないことと

なり、かつ、その事由が発生した日の属する

月の翌月以降の月割額を特別徴収の方法に

より 徴収されたい旨の当該納税義務者か

らの申出があった場合及び当該納税義務者

が翌年の１月１日から４月３０日までの間

において給与の支払を受けないこととなっ

た場合には、その者に対してその年の５月３

１日までの間に支払われるべき給与又は退

職手当等で当該月割額の全額に相当する金

６ 特別徴収の方法によって個人の町民税を

徴収される納税義務者が当該年度の初日の

属する年の６月１日から１２月３１日まで

の間において給与の支払を受けないことと

なり、かつ、その事由が発生した日の属する

月の翌月以降の月割額を特別徴収の方法に

よって徴収されたい旨の当該納税義務者か

らの申出があった場合及び当該納税義務者

が翌年の１月１日から４月３０日までの間

において給与の支払を受けないこととなっ

た場合には、その者に対してその年の５月３

１日までの間に支払われるべき給与又は退

職手当等で当該月割額の全額に相当する金
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改   正   案 現       行 

額を超えるものがあるときに限り、当該月割

額の全額（同日までに当該給与又は退職手当

等の全部又は一部の支払がされないことと

なったときにあっては、同日までに支払われ

た当該給与又は退職手当等の額から徴収す

ることができる額）を特別徴収の方法により

 徴収する。 

額を超えるものがあるときに限り、当該月割

額の全額（同日までに当該給与又は退職手当

等の全部又は一部の支払がされないことと

なったときにあっては、同日までに支払われ

た当該給与又は退職手当等の額から徴収す

ることができる額）を特別徴収の方法によっ

て徴収する。 

（給与所得に係る特別徴収税額の普通徴収

税額への繰入れ） 

（給与所得に係る特別徴収税額の普通徴収

税額への繰入れ） 

第４７条 個人の町民税の納税者が給与の支

払を受けなくなったこと等により給与所得

に係る特別徴収税額を特別徴収の方法によ

り 徴収されないこととなった場合には 

  、特別徴収の方法により 徴収されない

こととなった金額に相当する税額は、特別徴

収の方法により 徴収されないこととなっ

た日以後において到来する第４０条第１項

の納期がある場合には   それぞれの納

期において、その日以後に到来する同項の納

期がない場合には   直ちに、普通徴収の

方法により 徴収するものとする。 

第４７条 個人の町民税の納税者が給与の支

払を受けなくなったこと等により給与所得

に係る特別徴収税額を特別徴収の方法によ

って徴収されないこととなった場合におい

ては、特別徴収の方法によって徴収されない

こととなった金額に相当する税額は、特別徴

収の方法によって徴収されないこととなっ

た日以後において到来する第４０条第１項

の納期がある場合においてはそれぞれの納

期において、その日以後に到来する同項の納

期がない場合においては直ちに、普通徴収の

方法によって徴収するものとする。 

２ 法第３２１条の６第１項の通知により 

変更された給与所得に係る特別徴収税額に

係る個人の町民税の納税者について、既に特

別徴収義務者から町に納入された給与所得

に係る特別徴収税額が当該納税者から徴収

すべき給与所得に係る特別徴収税額を超え

る場合（徴収すべき給与所得に係る特別徴収

税額がない場合を含む。）において当該納税

者の未納に係る徴収金があるときは、当該過

納又は誤納に係る税額は、法第１７条の２の

２第１項第２号に規定する市町村徴収金関

係過誤納金とみなして、同条第３項、第６項

及び第７項の規定を適用することができる

ものとし、当該市町村徴収金関係過誤納金に

より当該納税者の未納に係る徴収金を納付

し、又は納入することを委託したものとみな

す。 

２ 法第３２１条の６第１項の通知によって

変更された給与所得に係る特別徴収税額に

係る個人の町民税の納税者について、既に特

別徴収義務者から町に納入された給与所得

に係る特別徴収税額が当該納税者から徴収

すべき給与所得に係る特別徴収税額を超え

る場合（徴収すべき給与所得に係る特別徴収

税額がない場合を含む。）において当該納税

者の未納に係る徴収金があるときは、当該過

納又は誤納に係る税額は、法第１７条の２の

規定によって             

                   

                   

                   

  当該納税者の未納に係る徴収金に充当

する                 

 。 

（公的年金等に係る所得に係る個人の町民

税の特別徴収） 

（公的年金等に係る所得に係る個人の町民

税の特別徴収） 

第４７条の２ 個人の町民税の納税義務者が

当該年度の初日の属する年の前年中におい

て公的年金等の支払を受けた者であり、か

つ、同日において老齢等年金給付（法第３２

１条の７の２第１項の老齢等年金給付をい

第４７条の２ 個人の町民税の納税義務者が

当該年度の初日の属する年の前年中におい

て公的年金等の支払を受けた者であり、か

つ、同日において老齢等年金給付（法第３２

１条の７の２第１項の老齢等年金給付をい
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改   正   案 現       行 

う。以下この節において同じ。）の支払を受

けている年齢６５歳以上の者（特別徴収の方

法により徴収することが 著しく困難であ

ると認められるものとして次に掲げるもの

を除く。以下この節において「特別徴収対象

年金所得者」という。）である場合には  

 、当該納税義務者の前年中の公的年金等に

係る所得に係る所得割額及び均等割額（これ

と併せて賦課徴収を行う森林環境税額を含

む。以下この条及び第４７条の５において同

じ。）の合算額（当該納税義務者に係る均等

割額を第４４条第１項の規定により特別徴

収の方法により徴収する場合 には   、

公的年金等に係る所得に係る所得割額。以下

この条及び第４７条の５において同じ。）の

２分の１に相当する額（以下この節において

「年金所得に係る特別徴収税額」という。）

を当該年度の初日の属する年の１０月１日

から翌年の３月３１日までの間に支払われ

る老齢等年金給付から当該老齢等年金給付

の支払の際に特別徴収の方法により 徴収

する 。 

う。以下この節において同じ。）の支払を受

けている年齢６５歳以上の者（特別徴収の方

法によって徴収することが著しく困難であ

ると認められるものとして次に掲げるもの

を除く。以下この節において「特別徴収対象

年金所得者」という。）である場合において

は、当該納税義務者の前年中の公的年金等に

係る所得に係る所得割額及び均等割額  

                   

                   

   の合算額（当該納税義務者に係る均等

割額を第４４条第１項の規定により特別徴

収の方法によって徴収する場合においては、

公的年金等に係る所得に係る所得割額。以下

この条及び第４７条の５において同じ。）の

２分の１に相当する額（以下この節において

「年金所得に係る特別徴収税額」という。）

を当該年度の初日の属する年の１０月１日

から翌年の３月３１日までの間に支払われ

る老齢等年金給付から当該老齢等年金給付

の支払の際に特別徴収の方法によって徴収

する。 

（１） （略） （１） （略） 

（２）特別徴収の方法により 徴収することと

した場合には当該年度において当該老齢

等年金給付の支払を受けないこととなる

と認められる者 

（２）特別徴収の方法によって徴収することと

した場合には当該年度において当該老齢

等年金給付の支払を受けないこととなる

と認められる者 

２ 前項の特別徴収対象年金所得者に対して

課する個人の町民税のうち当該特別徴収対

象年金所得者の前年中の公的年金等に係る

所得に係る所得割額及び均等割額の合算額

から年金所得に係る特別徴収税額を控除し

た額を第４０条第１項の納期のうち当該年

度の初日からその日の属する年の９月３０

日までの間に到来するものにおいて普通徴

収の方法により 徴収する。 

２ 前項の特別徴収対象年金所得者に対して

課する個人の町民税のうち当該特別徴収対

象年金所得者の前年中の公的年金等に係る

所得に係る所得割額及び均等割額の合算額

から年金所得に係る特別徴収税額を控除し

た額を第４０条第１項の納期のうち当該年

度の初日からその日の属する年の９月３０

日までの間に到来するものにおいて普通徴

収の方法によって徴収する。 

（年金所得に係る特別徴収税額等の普通徴

収税額への繰入れ） 

（年金所得に係る特別徴収税額等の普通徴

収税額への繰入れ） 

第４７条の６ 法第３２１条の７の７第１項

又は第３項（これらの規定を法第３２１条の

７の８第３項において読み替えて準用する

場合を含む。）の規定により特別徴収の方法

により 徴収されないこととなった金額に

相当する税額は、その特別徴収の方法により

 徴収されないこととなった日以後におい

第４７条の６ 法第３２１条の７の７第１項

又は第３項（これらの規定を法第３２１条の

７の８第３項において読み替えて準用する

場合を含む。）の規定により特別徴収の方法

によって徴収されないこととなった金額に

相当する税額は、その特別徴収の方法によっ

て徴収されないこととなった日以後におい
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改   正   案 現       行 

て到来する第４０条第１項の納期がある場

合には   そのそれぞれの納期において、

その日以後に到来する同項の納期がない場

合には   直ちに、普通徴収の方法により

 徴収するものとする。 

て到来する第４０条第１項の納期がある場

合においてはそのそれぞれの納期において、

その日以後に到来する同項の納期がない場

合においては直ちに、普通徴収の方法によっ

て徴収するものとする。 

２ 法第３２１条の７の７第３項（法第３２１

条の７の８第３項において読み替えて準用

する場合を含む。）の規定により年金所得に

係る特別徴収税額又は年金所得に係る仮特

別徴収税額を特別徴収の方法により 徴収

されないこととなった特別徴収対象年金所

得者について、既に特別徴収義務者から町に

納入された年金所得に係る特別徴収税額又

は年金所得に係る仮特別徴収税額が当該特

別徴収対象年金所得者から徴収すべき年金

所得に係る特別徴収税額又は年金所得に係

る仮特別徴収税額を超える場合（徴収すべき

年金所得に係る特別徴収税額又は年金所得

に係る仮特別徴収税額がない場合を含む。）

において当該特別徴収対象年金所得者の未

納に係る徴収金があるときは、当該過納又は

誤納に係る税額は、法第１７条の２の２第１

項第２号に規定する市町村徴収金関係過誤

納金とみなして、同条第３項、第６項及び第

７項の規定を適用することができるものと

し、当該市町村徴収金関係過誤納金により当

該特別徴収対象年金所得者の未納に係る徴

収金を納付し、又は納入することを委託した

ものとみなす。 

２ 法第３２１条の７の７第３項（法第３２１

条の７の８第３項において読み替えて準用

する場合を含む。）の規定により年金所得に

係る特別徴収税額又は年金所得に係る仮特

別徴収税額を特別徴収の方法によって徴収

されないこととなった特別徴収対象年金所

得者について、既に特別徴収義務者から町に

納入された年金所得に係る特別徴収税額又

は年金所得に係る仮特別徴収税額が当該特

別徴収対象年金所得者から徴収すべき年金

所得に係る特別徴収税額又は年金所得に係

る仮特別徴収税額を超える場合（徴収すべき

年金所得に係る特別徴収税額又は年金所得

に係る仮特別徴収税額がない場合を含む。）

において当該特別徴収対象年金所得者の未

納に係る徴収金があるときは、当該過納又は

誤納に係る税額は、法第１７条の２の規定に

よって                

                   

                   

                  当

該特別徴収対象年金所得者の未納に係る徴

収金に充当する            

     。 

（種別割の税率） （種別割の税率） 

第８２条 次の各号に掲げる軽自動車等に対

して課する種別割の税率は、１台について、

それぞれ当該各号に定める額とする。 

第８２条 次の各号に掲げる軽自動車等に対

して課する種別割の税率は、１台について、

それぞれ当該各号に定める額とする。 

（１）原動機付自転車 （１）原動機付自転車 

ア～ウ （略） ア～ウ （略） 

エ 三輪以上のもの（車室を備えず、かつ、

輪距（２以上の輪距を有するものにあっ

ては、その輪距のうち最大のもの）が０．

５メートル以下であるもの、側面  が

構造上開放されている車室を備え、か

つ、輪距が０．５メートル以下の三輪の

もの及び道路運送車両の保安基準（昭和

２６年運輸省令第６７号）第１条第１項

第１３号の６に規定する特定小型原動

機付自転車を除く。）で、総排気量が０．

エ 三輪以上のもの（車室を備えず、かつ、

輪距（２以上の輪距を有するものにあっ

ては、その輪距のうち最大のもの）が０．

５メートル以下であるもの及び側面が

構造上開放されている車室を備え、か

つ、輪距が０．５メートル以下の三輪の

もの               

                 

                 

    を除く。）で、総排気量が０．
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改   正   案 現       行 

０２リットルを超えるもの又は定格出

力が０．２５キロワットを超えるもの 

年額 ３，７００円 

０２リットルを超えるもの又は定格出

力が０．２５キロワットを超えるもの 

年額 ３，７００円 

（２）及び（３） （略） （２）及び（３） （略） 

附 則 附 則 

（法附則第１５条第２項第１号等の条例で

定める割合） 

（法附則第１５条第２項第１号等の条例で

定める割合） 

第１０条の２ （略） 第１０条の２ （略） 

２ 法附則第１５条第２項第５号に規定する

市町村の条例で定める割合は５分の４とす

る。 

２ 法附則第１５条第２項第５号に規定する

市町村の条例で定める割合は４分の３とす

る。 

３～１５ （略） ３～１５ （略） 

１６ 法附則第１５条第２６項第２号ハに規

定する設備について同号に規定する市町村

の条例で定める割合は４分の３とする。 

１６ 法附則第１５条第２６項第２号ハに規

定する設備について同号に規定する市町村

の条例で定める割合は３分の２とする。 

１７～２７ （略） １７～２７ （略） 

（軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特

例） 

（軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特

例） 

第１５条の２ （略） 第１５条の２ （略） 

２及び３ （略） ２及び３ （略） 

４ 前項の規定の適用がある場合における納

付すべき軽自動車税の環境性能割の額は、同

項の不足額に、これに１００分の３５の割合

を乗じて計算した金額を加算した金額とす

る。 

４ 前項の規定の適用がある場合における納

付すべき軽自動車税の環境性能割の額は、同

項の不足額に、これに１００分の１０の割合

を乗じて計算した金額を加算した金額とす

る。 

（軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例） （軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例） 

第１６条の２ （略） 第１６条の２  （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 前項の規定の適用がある場合における納

付すべき軽自動車税の種別割の額は、同項の

不足額に、これに１００分の３５の割合を乗

じて計算した金額を加算した金額とする。 

３ 前項の規定の適用がある場合における納

付すべき軽自動車税の種別割の額は、同項の

不足額に、これに１００分の１０の割合を乗

じて計算した金額を加算した金額とする。 

 



9 

 

   特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例等の一部を改正する条例 

   第１条による改正 

   特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例 新旧対照表 

（下線部分が改正部分） 

改   正   案 現       行 

（費用弁償） （費用弁償） 

第５条 特別職職員が会議に出席し、又は公務

のため旅行したときは、費用弁償として宮代

町職員等の旅費に関する条例（昭和４４年宮

代町条例第１０号）の規定により６級の職務

にある者に支給する旅費の額に相当する額

を一般職の職員の旅費支給の例により支給

する。 

２ 前項に規定するもののほか、特別職職員

（別表の費用弁償の欄に額の定めがあるも

のに限る。）が公務に従事したときは、当該

費用弁償の欄に定める額を支給する。 

第５条 特別職職員が会議に出席し、又は公務

に従事したときは、別表に掲げる費用弁償を

支給する。 

２ 前項に規定するもののほか、特別職職員が

公務のため旅行したときは、その旅行につい

て、旅費として宮代町職員等の旅費に関する

条例（昭和４４年宮代町条例第１０号）の規

定により６級の職務にある者に支給する旅

費の額に相当する額を一般職の職員の旅費

支給の例により支給する。 

別表（第２条、第５条関係） 別表（第２条、第５条関係） 

１ 執行機関の委員 １ 執行機関の委員 

区分 報酬額 

教育委員会 教育長代理 

 

 

年額 168,000円 

委員 年額 156,000円 

農業委員会 会長 年額 192,000円 

委員 年額 156,000円 

選挙管理委員会 委員長 

 

年額 108,000円 

委員 年額 84,000円 

監査委員 識見者 

 

年額 192,000円 

議会選出 

 

年額 108,000円 

固定資産評価審査

委員会 

委員長 

 

日額 6,000円 

委員 日額 5,400円 

公平委員会 委員長 

 

日額 6,000円 

委員 日額 5,400円 
 

区分 報酬額 費用弁償 

教育委員

会 

教 育

長 代

理 

年額 158,900円 日額 300円 

委員 年額 148,000円 日額 300円 

農業委員

会 

会長 年額 188,400円 日額 300円 

委員 年額 148,000円 日額 300円 

選挙管理

委員会 

委 員

長 

年額  82,100円 日額 300円 

委員 年額 78,200円 日額 300円 

監査委員 識 見

者 

年額 155,100円 日額 300円 

議 会

選出 

年額 103,700円 日額 300円 

固定資産

評価審査

委員会 

委 員

長 

年額 14,800円 日額 300円 

委員 年額 13,400円 日額 300円 

公平委員

会 

委 員

長 

年額 17,500円 日額 300円 

委員 年額 16,000円 日額 300円 
 

２ 附属機関の委員 ２ 附属機関の委員 

区分 報酬額 

介護認定審査会の委員 

 

日額 15,000円 

介護給付費等の支給に関する審

査会の委員 

 

日額 15,000円 

区分 報酬額 費用弁償 

介護認定審査会の

委員 

日額 15,000円 日額 300円 

介護給付費等の支

給に関する審査会

の委員 

日額 15,000円 日額 300円 

議案第３６号関係資料 
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改   正   案 現       行 

いじめ問題調査委

員会の委員 

委員長 

 

 

日額 22,000円 

委員 日額 20,000円 

いじめ問題再調査

委員会の委員 

委員長 

 

日額 22,000円 

委員 

 

日額 20,000円 

上記以外の附属機

関の委員 

学識経験者 日額 10 ,000円

（会議等に要した

時間が3時間を超

える場合は、15,0

00円） 

 

その他 日額 3,000円（会

議等に要し た時

間が3時間を超え

る場合は、4,000

円） 

 
 

い じ め 問

題 調 査 委

員 会 の 委

員 

委 員

長 

 

日額 22,000円 日額 300円 

委員 日額 20,000円 日額 300円 

い じ め 問

題 再 調 査

委 員 会 の

委員 

委 員

長 

日額 22,000円 日額 300円 

委員 日額 20,000円 日額 300円 

上 記 以 外

の 附 属 機

関の委員 

学 識

経 験

者 

日額 10,000円

（ただし、会議等

に要した時間が3

時間を超える場

合は、15,000円と

する。） 

日額 300円 

そ の

他 

日 額  3 , 0 0 0 円

（ただし、会議等

に要した時間が3

時間を超える場

合は、4,000円と

する。） 

日額 300円 

 

備考 備考 

１ 附属機関の委員とは、地方自治法第138条の4第3項の

規定に基づくものをいう。 

１ 附属機関の委員とは、地方自治法第138条の4第3項の

規定に基づくものをいう。 

2 上記以外の附属機関の委員で、会長又は委員長につ

いては、上記の表の報酬額に2,000円を加算して支給す

る。 

２ 上記以外の附属機関の委員で、会長又は委員長につ

いては、上記の表の報酬額に2,000円を加算して支給す

る。 

３ その他の特別職 ３ その他の特別職 

区分 報酬額 費用弁償 

産業医 月額 30,600円  

町民相談員 日額 6,000円  

自治体経営会議外

部委員 

日額 15,000円  

町医 年額 141,400

円 

日額 30,000円 

町歯科医 日額 7,800円 日額 30,000円 

学校医 内科医 年額 88,900円 日額 22,500円 

歯科医 年額 82,100円 日額 22,500円 

眼科医 年額 82,100円 日額 22,500円 

学校薬剤師 年額 44,300円 日額 8,800円 

保 育 所

嘱託医 

内科医 年額 88,900円 日額 22,500円 

歯科医 年額 82,100円 日額 22,500円 

スポーツ推進委員 日額  3,000円 

（職務に従事し

た時間が3時間

を 超 え る 場 合

 

区分 報酬額 費用弁償 

産業医 月額 30,600円 日額 300円 

町民相談員 日額 6,000円 日額 300円 

自治体経営会議

外部委員 

日額 15,000円 日額 300円 

町医 年額 141,400

円 

日額 30,000円 

町歯科医 日額 7,800円 日額 30,000円 

学校医 内科医 年額 88,900円 日額 22,500円 

歯科医 年額 82,100円 日額 22,500円 

眼科医 年額 82,100円 日額 22,500円 

学校薬剤師 年額 44,300円 日額 8,800円 

保 育 所

嘱託医 

内科医 年額 88,900円 日額 22,500円 

歯科医 年額 82,100円 日額 22,500円 

スポーツ推進委員 

 

 

 

年額 40,200円 日額 300円 
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改   正   案 現       行 

は、4,000円） 

農地利用最適化推

進委員 

年額 156,000

円 

 

いじめ問題調査専

門委員 

日額 20,000円  

 

 

農地利用最適化

推進委員 

年額 148,000

円 

日額 300円 

いじめ問題調査専

門委員 

日額 20,000円 日額 300円 

備考 産業医、町民相談員、自治体経営会議外部委員及

びスポーツ推進委員の費用弁償については、町外居住

者で居住地から町内招集場所まで公共交通機関を利用

する者は実費を加算して支給する。 
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   第２条による改正 

   選挙長等の費用弁償に関する条例 新旧対照表 

（下線部分が改正部分） 

改   正   案 現       行 

選挙長等の報酬及び費用弁償に関する

条例 

選挙長等の費用弁償    に関する

条例 

（選挙長等の報酬  ） （選挙長等の費用弁償） 

第１条 宮代町選挙管理委員会の管理する選

挙又は投票における選挙長等の職務に対す

る報酬   は、１回の選挙又は投票ごとに

次の区分に応じ、当該区分に定める額を支給

する。 

第１条 宮代町選挙管理委員会の管理する選

挙又は投票における選挙長等の職務のため

に要する費用は、１回の選挙又は投票ごとに

次の区分によりこれを弁償する     

  。 

選挙長 １０，８００円 選挙長 １０，８００円 

投票所の投票管理者 １２，８００円 投票所の投票管理者 １２，８００円 

期日前投票所の投票管理者 １日につき

１１，３００円 

期日前投票所の投票管理者 １日につき

１１，３００円 

開票管理者 １０，８００円 開票管理者 １０，８００円 

投票所の投票立会人 １０，９００円 投票所の投票立会人 １０，９００円 

期日前投票所の投票立会人 １日につき

９，６００円 

期日前投票所の投票立会人 １日につき

９，６００円 

開票立会人 ８，９００円 開票立会人 ８，９００円 

選挙立会人 ８，９００円 選挙立会人 ８，９００円 

２ 前項に規定する選挙につき、更正決定、繰

上補充又は無投票となったときの選挙会を

開く場合における選挙長及び選挙立会人の

職務に対し支給する報酬の額は、前項の規定

にかかわらず、次の区分に応じ、当該区分に

定める額とする。 

２ 前項に規定する選挙につき、更正決定、繰

上補充又は無投票となったときの選挙会を

開く場合における選挙長及び選挙立会人の

職務のために要する費用  は、前項の規定

にかかわらず、次の区分によりこれを弁償す

る      。 

選挙長 ５，４００円 選挙長 ５，４００円 

選挙立会人 ４，４５０円 選挙立会人 ４，４５０円 

（選挙長等の費用弁償） （選挙長等の旅費） 

第２条 選挙長等が職務のために旅行したと

きは、費用弁償として宮代町職員等の旅費に

関する条例（昭和４４年宮代町条例第１０

号）の規定により６級の職務にある者に支給

する旅費の額に相当する額を一般職の職員

の旅費支給の例により支給する。 

第２条 選挙長等が職務のために旅行したと

きは、特別職職員の報酬及び費用弁償に関す

る条例（平成１８年宮代町条例第１０号）の

例によりその旅費を支給する。 
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   第３条による改正 

   宮代町消防団条例 新旧対照表 

（下線部分が改正部分） 

改   正   案 現       行 

（出動手当等） （出動手当等） 

第８条 （略） 第８条 （略） 

２ 前項に規定するもののほか、団員が会議に

出席したときは、手当として日額２，０００

円を支給する。 

 

３ 前２項の手当を支給する範囲及び支給方

法は、規則で定める。 

２ 前項 の手当を支給する範囲及び支給方

法は、規則で定める。 

（費用弁償 ） （費用弁償等） 

第９条 団員が公務のため旅行したときは、そ

の旅行について、費用弁償として宮代町職員

等の旅費に関する条例（昭和４４年宮代町条

例第１０号）の規定により６級の職務にある

者に支給する旅費の額に相当する額を一般

職の職員の旅費支給の例により支給する。 

第９条 団員が公務のため旅行したときは、そ

の旅行について、旅費として  宮代町職員

等の旅費に関する条例（昭和４４年宮代町条

例第１０号）の規定により５級の職務にある

者に支給する旅費の額に相当する額を一般

職の職員の旅費支給の例により支給する。 

 ２ 前項に規定するもののほか、団員が会議に

出席したときは、費用弁償として日額２，０

００円を支給する。 
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   宮代町放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準に関する条例 新旧対照表 

（下線部分が改正部分） 

改   正   案 現       行 

附 則 

（施行期日） 

１ （略） 

（職員に関する経過措置） 

２ 当分の間              

      、第９条第３項の規定の適用に

ついては、同項中「修了したもの」とあるの

は、「修了したもの（その者の研修計画を定

めた上で、放課後児童支援員としての業務に

従事することとなった日から２年以内に当

該研修を修了することを予定している者を

含む。）」とする。 

附 則 

（施行期日） 

１ （略） 

（職員に関する経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和２年３月３

１日までの間、第９条第３項の規定の適用に

ついては、同項中「修了したもの」とあるの

は、「修了したもの（令和２年３月３１日ま

でに                 

                   

    修了することを予定している者を

含む。）」とする。 

 

議案第３７号関係資料 
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   宮代町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関する条例 

   新旧対照表 

（下線部分が改正部分） 

改   正   案 現       行 

（特定教育・保育の取扱方針） 

第１５条 特定教育・保育施設は、次の各号に掲

げる施設の区分に応じて、当該各号に定めるも

のに基づき、小学校就学前子どもの心身の状況

等に応じて、特定教育・保育の提供を適切に行

わなければならない。 

（１） （略） 

（２）認定こども園（認定こども園法第３条第１

項又は第３項の認定を受けた施設及び同条

第１０項の規定による公示がされたものに

限る。）次号及び第４号に掲げる事項 

（３）・（４） （略） 

２ （略） 

（特定教育・保育の取扱方針） 

第１５条 特定教育・保育施設は、次の各号に掲

げる施設の区分に応じて、当該各号に定めるも

のに基づき、小学校就学前子どもの心身の状況

等に応じて、特定教育・保育の提供を適切に行

わなければならない。 

（１） （略） 

（２）認定こども園（認定こども園法第３条第１

項又は第３項の認定を受けた施設及び同条

第１１項の規定による公示がされたものに

限る。）次号及び第４号に掲げる事項 

（３）・（４） （略） 

２ （略） 

 

議案第３８号関係資料 
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久喜宮代衛生組合規約 新旧対照表 
（下線部分が改正部分） 

改   正   案 現       行 

（共同処理する事務） 

第３条 この組合は、組合市町の次に掲げる事務

を処理する。 

（１）塵芥の処理に関する事務 

（２）塵芥（粗大ごみに限る）の収集運搬に関す

る事務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４条～第１４条 （略） 

（事務の承継等） 

第１５条 組合の解散に伴う事務の承継並びに

決算の調製、審査及び認定については組合市町

の協議により別途定める。 

（共同処理する事務） 

第３条 この組合は、組合市町の次に掲げる事務

を処理する。 

（１）し尿に関する事務 

（２）塵芥   に関する事務 

 

２ 前項第１号の事務については、次の区域を除

くものとする。 

 市町名 区域  

久喜市 菖蒲町小林、菖蒲町上大

崎、菖蒲町上栢間、菖蒲町

河原井、菖蒲町三箇、菖蒲

町柴山枝郷、菖蒲町下栢

間、菖蒲町菖蒲、菖蒲町昭

和沼、菖蒲町台、菖蒲町新

堀 

第４条～第１４条 （略） 

 

 

 

議案第３９号関係資料 


